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トラック運送事業は、地域の暮らしと経済活動を支える公共

的物流サービスを担っており、まさにエッセンシャルな産業で

す。トラック運送事業は「人の力」で成り立っており、現場で

働いているトラックドライバーの活躍がなければ、私たちの業

界は立ち行かなくなってしまいます。 

しかしながら、人手不足、特にドライバー不足の問題は年々

深刻な状況を呈しており、トラック運送事業の推進に大きな支

障をきたしております。 

このような中、平成３０年７月に公布された「働き方改革を

推進するための法律」において、長時間労働の是正を図る観点

から時間外労働について罰則付きの上限規制が導入されること

になりました。トラックの運転業務については、改正法施行の

５年後（令和６年４月１日）に年９６０時間（＝月平均８０時

間以内）の上限規制が適用されることとなり、労働生産性の向

上や荷主との協力による取引環境の改善などに取り組んでいる

ところであります。 

 「働き方改革」を実現し、トラック運送事業が更に社会貢献

していく上で重要なのが、輸送効率を高めるための基盤となる

道路網整備です。特に大型車両が誘導車や時間の制限等なく、

高速で走行できる道路網を整備していただくことが、輸送効率

の向上にとって必要不可欠であります。 

 特殊車両通行許可や基準緩和自動車認定を必要とせずに大型

車両が効率よく走行できる道路網が整備されることを強く望ん

でおりますが、これらの実現には多大な予算と時間を要するの

も事実であります。現在の道路網で大型車両が走行するには、

特殊車両通行許可や基準緩和自動車認定が必要となるケースが

多く、その手続き件数は年々増加しています。 

 そこで、トラック運送事業者の手続き負担を軽減していただ

くとともに、付与条件を極力最小とすべく、以下の点について

早急に実現していただきますよう、お願い申し上げます。 
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１  夜間２１時～６時の通行時間帯条件の緩和 

  特殊車両通行許可には、通行時間帯の条件が付されること

がありますが、夜間２１時～６時の通行時間帯条件を付され

ることにより、６時までに着地に到着、その後８時まで待機、

８時から積載物を降ろして空車となった車両が２１時まで着

地から出発できず、その間ドライバーを拘束せざるを得ない

状況となります。また、着地にて待機できるスペースを確保

してもらえない場合、外に出されるものの大型車両が駐車で

きる場所は無いに等しく、着地周辺で路上駐車せざるを得な

い状況となります。 

深刻なドライバー不足の解消や働き方改革の実現に向けて

は、通行時間帯条件の緩和は不可欠であるため、早急に以下

の内容の実現をお願いします。 

 

〇 夜 間 ２ １ 時 ～ ６ 時 の 通 行 時 間 帯 条 件 に つ い て 、 可 能 な

限り拡大していただきたい。 

 

〇幅３.２m までの空車車両については、昼間運行を認め

ていただきたい。 

空 車 時 は 実 車 時 と 比 較 し て 制 動 距 離 が 短 く 、 後 方 視 認

性 も 良 く な る な ど 、 走 行 の 安 全 性 が 改 善 さ れ 、 昼 間 は

夜間よりも周囲からの視認性が良くなるため。 

 

〇 幅 ３ . ２ ｍ ま で の 車 両 の 寸 法 に 関 わ る 通 行 条 件 に つ い

て 、 Ｃ 条 件 が 付 さ れ る 道 路 の 幅 員 や 交 差 点 の は み 出し

等 の 見 直 し を 行 い 、 Ｂ 条 件 が 多 く 適 用 で き る よ う にし

ていただきたい。 

 

〇幅３.２ｍまでの車両について、住民協定等により夜間

運 行 が 出 来 な い 場 合 は 、 目 的 地 近 隣 待 機 場 所 ま で の昼

間運行を認めていただきたい。 
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〇 幅 ３ . ２ ｍ ま で の 車 両 に つ い て 、 高 速 道 路 に 於 い て 幅

３ . ３ ｍ ま で の ト レ ー ラ の 運 行 が 可 能 に な っ た こ と か

ら 、 高 速 道 路 Ｉ Ｃ ま で の 距 離 が 短 く 、 交 通 に 支 障 等が

少 な い 箇 所 に つ い て は 昼 間 運 行 を 認 め て い た だ き た

い。 

 

〇 待 機 場 所 は 法 令 遵 守 の た め 必 要 と な る こ と か ら 、 目 的

地 内 に お い て 車 両 待 機 場 所 を 確 保 す る よ う 、 荷 主 に対

して指導していただきたい。 

 ま た 、 狭 小 工 事 現 場 等 に よ り 車 両 待 機 場 所 が 確 保 で き

な い 場 合 は 、 交 通 に 支 障 等 が 少 な い 箇 所 に つ い て 目的

地 近 隣 待 機 場 所 ま で の 昼 間 運 行 を 認 め て い た だ き た

い。 

 

  なお、これらの実現にあたり安全性等の具体的な確認が必

要であれば、早急に社会実験を行っていただきたい。  
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２  誘導車配置条件の見直し 

令和３年３月に行われた誘導車の配置台数の削減は、トラ

ック運送事業における人手不足の解消や生産性向上に資する

ものであるが、さらに柔軟に条件区間を限定するなど運 用

改 善 す る 余 地 が 残 さ れ て い る の で は な い か と 考 え て お り 、

以下の内容を実現していただきたい。 

 

 

〇 誘 導 車 ド ラ イ バ ー の 長 時 間 労 働 及 び 人 員 不 足 を 解 消 す

るため、特例８車種、及び全長１７ｍ以下かつ幅３.２

ｍ 以 下 の 空 車 に つ い て は 、 寸 法 に よ る Ｃ 条 件 の 見 直し

を 行 い 、 Ｂ 条 件 と な る よ う に し て 誘 導 車 の 配 置 を 無く

していただきたい。 

 

〇 地 域 ご と の 道 路 及 び 交 通 事 情 に 応 じ た 誘 導 車 配 置 条 件

としていただきたい。 

 

なお、これらの実現にあたり安全性等の具体的な確認が必

要であれば、早急に社会実験を行っていただきたい。 
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３  特殊車両通行許可範囲(寸法・重量・車種)の可能な限

りの最大化 

重 要物 流道 路の一 部区 間で 特殊車 両通 行許 可手続 きを 不

要 とすべ く、一般 的制限 値を引上 げる措 置が始ま ったが 、

対 象車種 が国際海 上コン テナ運搬 用のセ ミトレー ラ連結 車

（40 f t 背高）に限定されています。 

ま た、 特例 ８車種 の軸 重許 可上限 値は エア サス駆 動軸 重

で １ １ . ５ ト ン と 定 め る 通 達 が 平 成 ２ ７ 年 に 発 出 さ れ 、 特

例 ８ 車 種 で は １ １ . ５ ト ン 軸 重 の 通 行 許 可 が 実 施 さ れ る よ

う になり ました。 しかし ながら、 同一道 路におけ る単車 ト

ラ ッ ク の 軸 重 に つ い て は 、 １ １ . ５ ト ン の 通 行 が 許 可 さ れ

ていません。 

特 殊車 両通 行許可 を行 う際 には、 通行 でき るのに 許可 し

な いとい うことの 無いよ う、道路 の通行 能力を最 大限に 発

揮 さ せ る べ き で あ り ま す 。 構 造 上 通 行 で き る 最 大 限 の 寸

法 ・重量 まで許可 上限値 を引上げ 、以下 の内容を 実現し て

いただきたい。 

 

〇 重要物 流道路の 特殊車 両通行許 可手続 きを不要 とする 措

置 は 、 国 際 海 上 コ ン テ ナ 運 搬 用 の セ ミ ト レ ー ラ 連 結 車

（40 f t 背高）と同等の特例８車種などの車両についても

一 般的 制限 値引上 げ措 置の 対象と し、 特殊 車両通 行許 可

を不要としていただきたい。 

 

〇 単車ト ラックの 軸重許 可上限値 は、特 例８車種 と同様 と

していただきたい。 

 

〇 特車ゴ ールド制 度の利 便性を向 上させ るため、 大型車 誘

導区間の更なる指定を図っていただきたい。 
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４  特殊車両通行確認制度の利便性確保 

 特 殊 車 両 通 行 許 可 の 審 査 日 数 の 長 期 化 や 膨 大 な 申 請 手

間 、それ に伴う費 用等の 問題は、 深刻な ドライバ ー不足 へ

の 対応、 働き方改 革の実 現といっ た課題 の解決に 向けた 大

き な足か せとなっ ており 、令和４ 年４月 から特殊 車両通 行

確 認制度 の運用が 開始さ れたこと は、 こ れら問題 解決に 資

するものであり歓迎します。 

特 殊車 両通 行確認 制度 がよ り一層 円滑 に運 用され 、有 効

な ものと して機能 させる ために、 以下の 内容を実 現して い

ただきたい。 

 

〇 都道府 県道や市 区町村 道を含め て国が 一括して 通行可 能

経 路を 提示 し、出 発地 から 目的地 まで 新た な制度 だけ で

完 結で きる よう、 道路 情報 便覧へ の収 録及 び更新 を早 急

に進めていただきたい。 

 

○ 道路情 報便覧へ の収録 及び更新 につい て、新た な道路 が

供 用さ れる などの 際に は、 即時デ ジタ ル化 を進め てい た

だきたい。 

 

○ 未収録 道路が経 路にあ る場合で も、過 去の通行 実績に よ

り 通行 実績 以下の 車両 であ ること が確 認で きる場 合は 、

過 去の 実績 データ を活 用し た審査 がで きる ように して い

ただきたい。 

 

〇 特殊車 両通行確 認制度 の手数料 につい て、利用 者にと っ

て、利用しやすい手数料水準としていただきたい。 
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５  特殊車両通行許可手続きの簡素化・短期化 

令 和４ 年４ 月から 特殊 車両 通行確 認制 度の 運用が 開始 さ

れ たが、 ラストマ イルな ど一部区 間が対 象となら ないケ ー

ス では、 対象とな らない 区間だけ を従来 型の特殊 車両通 行

許 可にて 取得する ことに なるなど 、従来 型の特殊 車両通 行

許 可の手 続きも併 存して 運用され ること となりま す。 こ の

た め、従 来型の手 続きに ついても 、以下 の内容に ついて 早

急に実現していただきたい。 

 

〇 特殊車 両通行許 可の人 手審査を 無くす ようシス テム整 備

し、審査を迅速化していただきたい。 

 

〇 地方自 治体への 「自治 体申請シ ステム 」の浸透 を図る こ

と 。ま た、 地方自 治体 にお いても 、国 道事 務所と 同様 に

一 定 の 条 件 を 満 た す 優 良 事 業 者 の 許 可 期 間 （ 最 大 ４ 年

間）を延長していただきたい。 

 

〇 更新申 請を同一 内容で 申請する 場合、 前回申請 データ を

活 用し て再 入力を 省く など により 、簡 便に 申請で きる よ

う シス テム 改善す ると とも に、申 請か ら許 可まで 原則 即

日で手続き完了できるよう措置していただきたい。 

 

〇 既存許 可に同等 以下の 車両を追 加する 場合、申 請書の 提

出 は不 要と なり、 必要 事項 の電話 連絡 等で 可能と なり ま

し たが 、許 可まで の期 間は 原則即 日で 完了 してい ただ き

たい。 

 

〇 オンラ イン申請 におけ る経路作 成及び 添付書類 の簡素 化

による負担の軽減を図っていただきたい。 
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〇 隣接す る高速道 路と一 般道路の 両方の 特殊車両 通行許 可

を 得て いる 場合で 、災 害や 渋滞、 法令 順守 による 休憩 ・

休 息場 所の 確保等 のた めに 道路を 乗り 換え る場合 、許 可

を 得て いな いラン プ部 の通 行は事 情を 考慮 して柔 軟な 取

り扱いとしていただきたい。 
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６  ＮＲ装置（速度抑制装置）の空車時の解除 

重 量物 を運 送する 場合 のＮ Ｒ装置 の義 務付 けの必 要性 は

理 解して いる。し かしな がら、現 行のＮ Ｒ装置は 空車時 も

解 除され ないため 速度が 抑制され 、高速 道路を走 行でき な

い など、 往路と同 じ時間 を要し、 ドライ バーの労 働時間 の

削 減の支 障となっ ていま す。働き 方改革 への対応 に向け た

ド ライバ ーの労働 時間の 削減のた め、空 車時にお いては Ｎ

Ｒ装置を解除できるようにしていただきたい。 

 

 


